富山県第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画（素案たたき台）に係る主な数値目標の概要（試算）
	計画に定める主な数値目標等
（国基本指針を踏まえ設定）
	数値目標等の概要（国の基本指針にあてはめて試算）

	１　平成32年度の成果目標

1 福祉施設の入所者の地域生活移行

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
3 地域生活支援拠点等の整備

4 福祉施設から一般就労への移行
5 障害児支援体制の整備


	項　目

第４期

計画値
Ｈ29
実績見込
国

基本指針
試算値

Ｈ32
考え方

①地域移行

地域移行者数
 169人
(12.1％)
35人
 (2.5％)
〔４期〕12％以上
〔５期〕９％以上
  123人
 (9.1％)
〔第４期〕Ｈ25年度末時点の入所者（1,395人）に対する地域移行者の数
〔第５期〕Ｈ28年度末時点の入所者（1,356人）に対する地域移行者の数
入所者削減数
79人
(5.7％)
  35人
(2.5％)
〔４期〕４％以上

〔５期〕２％以上
   28人
 (2.1％)
〔第４期〕上記地域移行者（169人）から、新規入所者を差し引いた人数
〔第５期〕上記地域移行者（123人）から、新規入所者を差し引いた人数
※新規入所者：特別支援学校卒業生の施設入所等を勘案

②精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築
圏域ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場
０圏域
全ての圏域ごと
 ４圏域
精神障害者地域移行・地域定着推進協議会など保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況

都道府県ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場

０箇所
都道府県ごとに設置することが望ましい
１箇所

精神障害者地域移行・地域定着推進協議会など保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況

市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場

０市町村
全ての市町村
ごと
15市町村
協議会やその専門部会など保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置状況
１年以上長期入院患者数（65歳以上）
1,059人
※
基本指針に示される式により算定された患者数
 902人

６月末時点における入院期間が１年以上である者のうち、65歳以上の者の数

１年以上長期入院患者数（65歳未満）
906人
※
基本指針に示される式により算定された患者数
 663人

６月末時点における入院期間が１年以上である者のうち、65歳未満の者の数

入院後３ヶ月時点の退院率
64％
62％
※
〔４期〕64%以上

〔５期〕69％以上
69％以上
ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して３ヶ月以内に退院した者の割合

入院後６ヶ月時点の退院率
76％
※
84％以上
84％以上
ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して６ヶ月以内に退院した者の割合

入院後１年時点の退院率
91％
83％
※
〔４期〕91%以上

〔５期〕90％以上
90％以上
ある月に入院した者のうち当該ある月から起算して１年以内に退院した者の割合

※平成26年度実績



	計画に定める主な数値目標等
（国基本指針を踏まえ設定）
	数値目標等の概要（国の基本指針にあてはめて試算）

	１　平成32年度の成果目標

1 福祉施設の入所者の地域生活移行

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

3 地域生活支援拠点等の整備

4 福祉施設から一般就労への移行
5 障害児支援体制の整備


	項　目

第４期

計画値
Ｈ29
実績見込
国

基本指針
試算値

Ｈ32
考え方

③地域生活支援拠点等
各圏域に
１箇所以上
０箇所
各市町村または各圏域に少なくとも１つ以上
※第４期から
変更なし
４箇所以上
Ｈ32年度における、居住支援機能（グループホーム、障害者支援施設）に地域支援機能（ショートステイ、コーディネーターの配置等）を集約・付加した拠点、もしくはこれらの機能を地域の複数機関が分担して担う面的な体制の整備数

④福祉施設からの一般就労等
一般就労移行者数（年間）
199人

（２倍）
104人
〔４期〕２倍以上
〔５期〕1.5倍以上
  188人

（1.5倍）

〔第４期〕Ｈ24年度の一般就労移行者（ 97人）の２倍以上
〔第５期〕Ｈ28年度の一般就労移行者（125人）の１．５倍以上
就労移行支援事業の利用者
324人
（６割増）

191人

〔４期〕６割以上増加
〔５期〕２割以上増加

  232人
（２割増）

〔第４期〕Ｈ25年度末時点の利用者数（197人）に対する、Ｈ29年度末における就労移行支援事業の利用者数
〔第５期〕Ｈ28年度末時点の利用者数（193人）に対する、Ｈ32年度末における就労移行支援事業の利用者数

事業所ごとの就労移行率

50％
43%
５割以上
※第４期から
変更なし
  50％
就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所の割合

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率

８割以上
80％

就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率

⑤障害児支援体制

児童発達支援センター

５箇所

（４圏域）

各市町村または各圏域に少なくとも１つ以上
(15箇所以上)

Ｈ32年度における、児童発達支援センターの設置箇所数

保育所等訪問を実施する児童発達支援センター

５箇所

（４圏域）

各市町村または各圏域に
少なくとも１つ以上
(15箇所以上)

Ｈ32年度における、保育所等訪問を実施する児童発達支援センターの設置箇所数
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所

３箇所

（２圏域）

各市町村または各圏域に少なくとも１つ以上
(15箇所以上)

Ｈ32年度における、重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の設置箇所数
主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所

５箇所

（２圏域）

各市町村または各圏域に
少なくとも１つ以上
(15箇所以上)

Ｈ32年度における、重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所の設置箇所数
医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場

１箇所

県に１つ
(１箇所)

Ｈ32年度における、医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置箇所数
０箇所

各市町村または各圏域に少なくとも１つ以上

(15箇所以上)




メモ

④一般就労

　Ｈ29の実績見込みについて、事業所に対する照会が遅れたため、以下の方法で算出

　一般就労移行者数・・・・・・H26～28の３年間の平均値で算出

　事業所ごとの就労移行率・・・H28の利用者のうち、就職で退所した者の率で算出（本来は、Ｈ29において退職した者のH30.4.1現在の利用者に対する率で算出する）

　　　　　　　　　　　　　　　H28の事業所数28、うち上記の計算で３割以上の事業所数が12　　　12÷28≒43%
資料１－３　








